
パネルディスカッション①

コロナ禍における消費者心理・行動と消費者トラブル
～情報発信のあり方、行動変容を促す取組～

消費者庁審議官
（新未来創造戦略本部次長）

日下部 英紀
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消費者庁における新型コロナウイルス感染症への対応

（出典）2020年９月30日までにPIO-NETに「新型コロナウィルス関連」
として登録された消費生活相談を受付月別に集計

（１）詐欺・悪質商法への注意喚起等
・消費者ホットライン１８８、新型コロナウイルス給付
金関連消費者ホットライン0120‐213‐188による消
費生活相談体制の強化

・根拠のない表示を行う事業者への改善要請
・悪質商法への注意喚起

など

（３）「新しい生活様式」における買い物や外食等

での消費者向け留意事項の呼びかけ

（２）品不足や転売問題への対応
・国民生活安定緊急措置法に基づくマスク（３月１５
日施行）やアルコール消毒製品（５月２６日施行）
の転売禁止等（８月２９日に解除）

新型コロナ関連の消費生活相談の状況 消費者庁の主な取組

（４）新型コロナ関連消費者向け情報の強化

・消費者庁HPやLINE公式アカウント等を活用した

情報発信の強化

（１）受付件数の月別推移

（２）主な相談内容

○マスク等の品不足や転売に関するもの

○旅行や結婚式、スポーツジム等のキャンセル料

に関するもの

○新型コロナに便乗した悪質商法等に関するもの

・新型コロナウイルスへの効能を表示する商品

・給付金に関連した詐欺が疑われるもの

・身に覚えのないマスク等の送り付け など

※令和二年度補正予算（第一次・第二次）において、

総額18.5億円を計上

1



（参考１）詐欺・悪質商法への注意喚起等

給付金の

サギに注意!!

●通帳
●キャッシュカード

「怪しいな？」と思ったら遠慮なくご相談ください

令和２年５月総務省 給付金

お近くの警察署

お住まいの市区町村

市区町村や総務省などが以下を行うことは
絶対にありません

受給にあたり、手数料の振込みを求めること

現金自動預払機（ATM）の操作をお願いすること

メールを送り、ＵＲＬをクリックして申請手続きを
求めること

●暗証番号
●口座番号

消費者ホットライン

特 別 定 額 給 付 金 に 関 す る お 知 ら せ

絶対に教えない！渡さない！

警察相談
専用電話

●マイナンバー

188
新型コロナウイルス給付金関連

（詐欺）

0120-213-188
消費者ホットライン

#9110

（局番なしの３桁）
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（参考２）新型コロナへの予防効果等を標ぼうする不当表示への対応
ＳＮＳ等を通じた消費者への注意喚起

（Ｔｗｉｔｔｅｒ，Ｆａｃｅｂｏｋ，ＬＩＮＥ）１ インターネット広告の緊急監視に基づく改善要請
・第１報（３月10日） 30事業者46商品
・第２報（３月27日） 34事業者41商品 合計99事業者125商品
・第３報（６月５日） 35事業者38商品
景品表示法及び健康増進法の観点から改善を要請（既に全ての商品の表
示の改善を確認）。

２ 景品表示法の観点からの再発防止等の指導
・マスクのおとり広告を行っていた２事業者（３月27日）
・携帯型（首下げタイプ）の空間除菌用品を販売していた５事業者（５月15日）

３ 景品表示法違反として措置命令（５月19日）
・アルコール配合割合が71パーセントと表示された手指用洗浄ジェル
のアルコール濃度が大幅に下回っていた商品を販売していた１事業者

上記３の措置命令事案の表示物

 いわゆる健康食品（ビタミンＡ、ビタミンＣ、ビタミンＤ、亜鉛、

オリーブ葉エキス、タンポポ茶、マヌカハニー、納豆、みかん、

ウコン、水素水、乳酸菌、黒ニンニク、海藻フコダイン、あおさ海苔、

コーヒーポリフェノール、茶ポリフェノール、茶カテキン等）

 マイナスイオン発生器、イオン空気清浄機

 空間除菌剤（首下げ型、据置型）

 アロマオイル

 除菌・抗菌スプレー（アミノ酸、光触媒等）

【緊急監視において改善要請を行った主な商品】

3



（参考3）「新しい生活様式」消費者向け留意事項の呼びかけ

【共通事項】

【生活シーン別】

■消費者庁ホームページ（令和２年５月22日 公開部分の抜粋）

※買物、外食、映画館、鉄道等の生活シーン別に業界ガイドライン等を紹介 （令和２年４月、５月 消費者庁による注意喚起）

日常生活の各場面において、「3つの密(密閉、
密集、密接)」を避けることを基本としつつ、
・発熱又は風邪の症状がある場合等は、来店・
利用しない

・人との間隔をできるだけ2m(最低1m)空ける
・マスクを着用する
・特に大声での会話を控える
・まめに手洗い・手指消毒をする
・トイレ利用時に配慮する(蓋をして流す等)
・滞在時間をできるだけ短くする
ことなどが消費者に求められています。
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（参考４）買物をするときの留意事項の呼びかけ
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■消費者庁ホームページ（抜粋）



（参考５）買物をするときの留意事項の呼びかけ（食料品）
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■消費者庁ホームページ（抜粋）



ＳＮＳ等利用者の増大

・デジタル化の進展に伴い、SNS、動画共有サイト、ブログ、掲示板などのソーシャルメディア
（非取引型のデジタル・プラットフォーム企業）の利用者が増大。平成27年末におけるインター
ネットユーザー（国内9943万人）のうち、SNSの利用者は6割超とされる。
・SNSを毎日利用している者は約7割、特に10代、20代では約8割を占める。
・SNSは、特定の事業者から一方的に情報を伝達するマスメディアとは異なり、誰でも手軽に

情報を発信・共有し、相互にやり取りができるデジタル・プラットフォームとして近年普及が著
しい。

「第5回デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境
整備等に関する検討会」資料３より抜粋
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ＳＮＳでの情報の拡散

・ＳＮＳでは、年代に関係なく、情報の拡散が行われている。

・ＳＮＳでの情報の拡散は、事実の真偽ではなく、内容の面白さなどにより、拡散する傾向にあ
る。

〇SNSでの情報拡散経験（年代別）
「SNSを利用して自ら情報発信を積極的に行っている」人
は全体の約1割程度とされるが、他人の投稿を知人と共

有する情報の拡散（「いいね！」機能やリツイート機能等
を利用して情報を広めること）についてはSNS利用者の5
割以上が実施しており、約17％はほぼ毎日実施してい
る。

〇SNSでの情報拡散の基準
SNSで拡散される情報は、事実かどうかよりも、自分が内

容に共感できるかどうかや、内容が面白いかどうかを基
準にして選ばれる傾向がある。

情報拡散の基準

「第5回デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境
整備等に関する検討会」資料３より抜粋
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情報拡散とソーシャルメディアの位置づけ

・昨今では、ソーシャルメディアで拡散された情報が、マスメディアやネットメディアを介し、更に情
報が拡散されていく構造にある。

・利用者個人が発信・拡散できるＳＮＳ等では、利用者が拡散による責任を深く感じないまま他者
からの評価を集めるため、あるいは親切心や正義感から良かれと思って、不確かな情報が拡散
される傾向があるのではないか。

ソーシャルメディアの例としては、SNS（ソーシャル・ネットワーク・システム）、ブログ、ミニブログ、メッセージアプ
リ、動画共有サイト、口コミサイト、ナレッジコミュニティ、電子掲示板など。また、これらのブログ、掲示板、SNSや
各種サイトなどの情報を特定のテーマに沿ってまとめたまとめサイト、まとめブログも多種多様に存在する。

マスメディア
・テレビ
・ラジオ
・新聞
・雑誌 等

ユーザー

視聴者
読者

ユーザー

拡散

投稿
発信

話題・素材
の提供

インターネット上

収集
閲覧
評価

ソーシャルメディア

・検索サイト
・インターネットテレビ 他

クローズ型サービス
（限定した利用者間での情報のやり取り）

コンテンツ
プロバイダー

SNS、ブログ、口コミサイト、電子掲示板、まとめ
サイト、動画共有サイト、メッセージアプリ等

「第5回デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境
整備等に関する検討会」資料３より抜粋
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新型コロナ禍で指摘されているインフォデミック

・ソーシャルメディアを通じて拡散する情報には、事実に反し、もしくは真偽不明の偽情報や誤
情報などいわゆるデマを含む不確かな情報もあり、時に大きな社会問題を引き起こすことも。
・昨今の新型コロナ禍では、様々な不確かな情報が飛び交い、WHOは、「インフォデミック」と

いう言葉を用いて、情報の過剰さにより、人々が適切で信頼できる情報への接触を困難にす
ることを警告。

デマ・偽情報・誤情報 真偽不明な情報

受け手にとって不確かな情報

真実の情報

infodemic- an over-abundance of information . some accurate and some not . that makes it hard for people to 
find trustworthy sources and reliable guidance when they need it.

(WHO: Novel Coronavirus(2019-nCoV)Situation Report - 13 Data as reported by 2 February 2020*)

※デマとは、事実に反する扇動的、謀略的な偽情報をいうものとする。他方、フェイクニュースの定義は必ずしも明確ではないが、「嘘やデマ、陰謀
論やプロバガンダ、誤情報や偽情報、扇情的なゴシップ、ディープフェイク、これらの情報がインターネット上を拡散して現実世界に負の影響をもた
らす現象は、フェイクニュースという言葉で一括りにされている」との説明がある（総務省令和元年版情報通信白書106頁）

「第5回デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境
整備等に関する検討会」資料３より抜粋
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不確かな情報の拡散

・ＳＮＳ等を通じて拡散された情報にはデマなど不確かな情報が含まれ、新型コロナ禍では、コロナ
ウイルスに対する消費者の理解を歪める情報の拡散により、消費者に不安を生じさせ、消費者の
実生活を混乱に陥れているのではないかと指摘されている。

国民の不安をあおるもの

消費生活市場を混乱させるもの

新型コロナ禍において発信・拡散された不確かな情報の類型

・SNSに「マスクとトイレットペーパーの原料は同じ」、「新型コロナの影響でトイ

レットペーパーが今後なくなる」といった不確かな情報が投稿され、空の商品
棚の写真や記事とともに拡散されたため、トイレットペーパーの買い占め、フリ
マアプリやオークションサイトなどで高額の出品が相次ぐ事態となった。
・近く都市封鎖されるとのデマがSNS上で広まり、パスタや水など食料品の買
い占めが起きた。

・アフィリエイト広告収入目的で、ユーザーが関心を抱きそうな情報を真偽不
明のまま、まとめサイトとして意図的に集約・作出し掲載したところ、これを転
載した情報が拡散した。

・根拠なく新型コロナウイルス感染症に対する効果をうたった特定の商品につ
いて、ソーシャルメディアを通じて口コミが拡散して、当該商品の品薄が起き
た。

・無料通信アプリに、
「【拡散希望】武漢ウイル
スは耐熱性がなく、26～
27度の温度で死ぬ。お

湯を飲めば予防できま
す。」といった内容のメッ
セージが届いた。

・会員制交流サイトで特
定の病院の医師をかた
り、「医療態勢が崩壊す
る」などと不安をあおる
メッセージが拡散され、
同病院への問い合わせ
が相次いだ。

「第5回デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境
整備等に関する検討会」資料３より抜粋
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不確かな情報を巡る事例（新型コロナ関係）

消費生活市場の混乱に関するもの（主に買い占めに走らせるもの）

・トイレ紙 デマで品薄 「各地の店舗で29日、トイレットペーパーやティッシュペーパー、生理用ナプキンなどが

品薄になった。インターネット上の「マスクの次に不足」とのデマ情報が原因とされ、・・・・ネットでは「原材料を中
国に依存」「マスク増産に力を入れる」として紙製品が品薄になるとのデマ情報が流れていた。日本家庭紙工業
会は、ほとんどが国内生産で通常通り生産、供給しているとの見解を公表」（産経3.1朝刊23面）

・紙製品 デマで品薄 業界「在庫は十分 冷静に」 「インターネット上では2月下旬頃から「マスクと同じ原料」

「中国から輸入できなくなる」などの誤情報が出回った。各地でトイレットペーパーやテイッシュなどを買いだめ
する人が増え、品薄情報がSNSなどで拡散して拍車がかかった」 （読売3.1朝刊30面）

デマ拡散 在庫は十分なのに トイレットペーパー品薄 「ここ数日、主にSNSで「マスクとトイレットペーパーの

原料は同じ」「新型肺炎の影響でトイレットペーパーが今後なくなる」といったデマが拡散したことが品薄を招い
ているようだ。・・・28日午後、東京都内のドラッグストアの店頭には「トイレットペーパー・ティッシュペーパー完
売」の貼り紙があった。店長の男性によると、午前7時半の開店と同時に2台のレジに20人が並び、今週末の分
も含めて仕入れていたトイレットペーパー80パックとティッシュペーパー120パックがすぐに売り切れた。週明け

に再入荷する予定という。フリマアプリやオークションサイトなどでは高額での出品が相次いでいる。・・・トイレッ
トペーパーの原料は国産や北米産の木材由来のパルプで、マスクに使われる不織布とは異なる。「中国製の
輸入ができず品切れになる」とのデマも流れているが、昨年１年間のトイレットペーパーの出荷量（約106万ト
ン）のうち製など輸入は2.5％に過ぎず、ほとんどは国産だ。」（朝日2.29朝刊34面）

異常な買いだめ 迷惑行為 ひとり親・高齢者 弱者にしわ寄せ 大震災でも必要な人に届かず 「『東京封鎖』
の話が広がったからなのか、地元のスーパーにもパスタがなかった。都内在住の会社の同僚は『棚が全部すっ
からかんだった』と嘆いていた」。茨城県つくば市の女性会社員（37）は先月25日の状況をこう振り返った。」

・「東京都の男性会社員（45）は3月26日、対話アプリ「LINE」をのぞき込んで驚いた。「ロックダウンは事情通の

電通の人が言っていた。周りにも知らせて」。親しい友人の情報だっただけに「本当に信じそうになる切迫感が
あった」。・・・こうした情報共有が厄介なのは現実社会にも影響が及びかねないからだ。大阪市の主婦（43）は4
月上旬に予定していた東京都内への引っ越しを延期した。「デマとは思うけど、封鎖されたら困る」と考えたた
めだ。」（日経4.2朝刊2面）

「第5回デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境
整備等に関する検討会」資料３より抜粋
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ウイルスや治療方法など消費者の生命・身体に関するもの

・SNS デマ拡散 「予防に紅茶や緑茶がお勧め」コロナウイルスへの対処法として、こんな投稿もあふれ

ている。お茶に含まれるポリフェノール成分の一種に、抗ウイルス作用があるとする説に基づくものとみら
れるが、ポリフェノールに詳しい開発邦宏・大阪大連携研究員は「そうした研究はあるが、実際に人で予
防効果を示した報告はない」と指摘する。」（読売2.1夕刊11面）

・チェーンメールも・・・新型コロナのデマ拡散「お湯で予防」病院も困惑 不安が拡散 「【拡散希望】武漢
ウイルスは耐熱性がなく、26～27度の温度で死ぬ。お湯を飲めば予防できます。」 福岡県内に住む60
代女性の無料通信アプリLINEに、そんなメッセージが届いたのは24日夜。友人や同僚にも同じような内

容がメールやラインで届いたという。内容に多少の違いはあるが、「医療関係の友達」や「自衛隊」、「友
人の友人の友人」からのまた聞きとして、「お湯を飲めば予防できる」という点が共通していた。・・・メッ
セージの中には、実際に存在する病院名を出して「●●病院の看護師から聞いた」という内容もあった。」
（西日本新聞2.25）

・デマ・便乗商法に注意 「新型コロナウイルス対策にビタミンDが効く」「納豆が効く」「お湯を飲むといい」
－SNSでは、こうした不確かな情報が飛び交っている。「花崗岩の放射線がコロナウイルスを死滅させる」
というデマが広がり、実際にフリマアプリで数千円で販売される例もある。」（朝日3.25朝刊27面）

・納豆が感染予防？→根拠なし 「感染予防に納豆が効く」（インターネットで拡散）全国納豆協同組合連
合会の広報担当者は「全く根拠はない」と否定する。」（東京3.28朝刊28面）

不確かな情報を巡る事例（新型コロナ関係）

「第5回デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境
整備等に関する検討会」資料３より抜粋
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不確かな情報の特徴とソーシャルメディアの特性

・デマは正確な情報よりも早く広範囲に拡散
・デマ否定がデマを拡散させる
・正義感や親切心からの発信や拡散も少な
くない
・不安をあおるものはすぐに伝わる（緊急時
は顕著）
・最初の発信・投稿が必ずしも後の騒動の
原因とはならない
・不確かな情報を巡り拡散された情報の氾
濫、情報過多が人を不安にする

不確かな情報の特徴

・誰でも発信可能
・大量、瞬時、広範囲な拡散が容易
・発信・拡散に真偽のスクリーニング機能なし
・承認欲求（閲覧数や共感数）のインセンティブ
・情報収集を目的とした多数の利用者が参加
・発信者の情報に容易にアクセス可能
・チェーンメール型による信頼も（つながりのあ
る人で拡散していくため、信じやすい）
・ボットアカウント（機械による自動投稿）による
拡散も
・パーソナライズされ、好みの情報に触れやす
い（フィルターバブル）
・ターゲティング広告とも連動

ソーシャルメディアの特性

・不確かな情報の拡散には、デマの発信・投稿自体が信じられて拡散されるものもあれば、真偽
不明であるが、念のため、と拡散されていくもの、何も考えずに拡散されていくものがある。

・ソーシャルメディアは、デジタル・プラットフォーム企業により、他者とのつながり、瞬時の情報共
有を容易にし、利便性も向上させるサービスである一方、不確かな情報が容易に拡散・流通す
ることにもなるのではないか。

不確かな情報の氾濫により、特に多くの人が同じことに不安を抱く緊急時には、消費者の適切な判
断を困難にするおそれがあるのではないか。

「第5回デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境
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（参考）

引用：令和２年４月６日 日本経済新聞 朝刊 15
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